
(単位：千円）

流　動　資　産 流　動　負　債

固　定　資　産
 有形固定資産

株　主　資　本

 無形固定資産

 投資その他の資産

９３，９６０
資 本 金
資 本 剰 余 金

預 り 金 ２２，６６９

前 払 費 用
そ の 他

４８，８９２
５，６８０

負 債 合 計 ７，３１２，０４３

固　定　負　債 １，４６８，８７９

貸　借　対　照　表
(2025年3月31日現在)

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部
科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

１３，２９５，３１６ ５，８４３，１６３
現 金 及 び 預 金 2７５，８１３ 買 掛 金 ２，６１８，２６４
売 掛 金 ５，７６８，２３５ リ ー ス 債 務 １，２１９
商 品 ３６２，３９３ 未 払 金 １，５３７，７１２
製 品 １，８８２，０１６ 未 払 費 用 ２７２，０３１
半 製 品 ５４９，５８５ 未 払 法 人 税 等 ２３９，２４５

預 け 金 ２４２，９１８
役 員 賞 与 引 当 金 １４，７３０

原 材 料 １，７７２，３５２ 未 払 消 費 税 等 ２８８，１４２

そ の 他 １，６０１

貯 蔵 品 ２５６，０７０
賞 与 引 当 金 ８４７，５４７

短 期 貸 付 金 １，８０９，２４０
未 収 入 金 ３２２，１１５

退 職 給 付 引 当 金 １，４６５，０１８

長 期 貸 付 金 ５４，６８６

１０，５８１，２５９
７，６４８，９９８

リ ー ス 長 期 債 務 ３，８６０

建 物 ３，６５８，２７５ 純　資　産　の　部
１６，５６４，５３２構 築 物 ３８６，５９６

機 械 装 置 ２，１４４，２５０ ２，４７４，９３６

利 益 剰 余 金 １３，９９５，６３５

車 輌 運 搬 具 ３９，０２３
９３，９６０工 具 器 具 備 品 ６４７，０６２ 資 本 準 備 金

土 地 ２００，８２１
利 益 準 備 金 ５４５，４２２リ ー ス 資 産 ５，０８０
そ の 他 利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ エ ア

１３，４５０，２１２

１，２４９，４９７

建 設 仮 勘 定 ５６７，８９０
１１，８９８

４，３６５，８４４
１，２４２，０６５ 繰 越 利 益 剰 余 金 ９，０７２，４６９

圧 縮 記 帳 積 立 金
別 途 積 立 金

そ の 他 ６，４９５
９３６

１，６８２，７６２
投 資 有 価 証 券 １２，０５４

電 話 加 入 権

関 係 会 社 株 式 ５６１，７３２

関 係 会 社 出 資 金 ２１４，８５６
長 期 前 払 費 用 １０，３６３

出 資 金 ５３，６４０

繰 延 税 金 資 産 ７４４，６４７
そ の 他 ３１，１１３
貸 倒 引 当 金 △３３０

純 資 産 合 計 １６，５６４，５３２

資 産 合 計 ２３，８７６，５７５ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 ２３，８７６，５７５
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(単位：千円）

損  益  計  算  書
 自　2024年4月1日

　至　2025年3月31日

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額
売 上 高 ２５，８３２，４５７
売 上 原 価 １７，３５４，９３９

売 上 総 利 益 ８，４７７，５１８
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ５，７２９，８８３

営 業 利 益 ２，７４７，６３５
営 業 外 収 益 ３３４，４３９

受 取 利 息 ４，１６９
受 取 配 当 金 ３０７，２１０
そ の 他 ２３，０５９

営 業 外 費 用 １０１，７４８
支 払 利 息 ９６７
為 替 差 損 ２２，５８６

そ の 他 １，７７１
経 常 利 益 ２，９８０，３２５

特 別 利 益 ４５，８８２
固 定 資 産 売 却 益 ５
関 係 会 社 出 資 金 売 却 益 ４５，８７７

特 別 損 失 ５０，６０８

当 期 純 利 益 ２，２８３，０６１

税 引 前 当 期 純 利 益 ２，９７５，５９９
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ５７８，２１９

支 払 手 数 料 ７６，４２３

法 人 税 等 調 整 額 １１４，３１８

固 定 資 産 除 却 損 ５０，６０８
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個別注記表
Ⅰ　継続企業の前提に関する注記

　　該当事項はありません。

Ⅱ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
②その他有価証券

ａ．市場価格のない株式等以外のもの

ｂ．市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
(2)無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
(3) リース資産

①所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

(2)賞与引当金
　従業員への賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(3)役員賞与引当金
　役員への賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(4)退職給付引当金

４．収益及び費用の計上基準

Ⅲ　貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 ７，５７６，４０６千円
長期金銭債権 ５４，６８６千円
短期金銭債務 １，３０９，６２７千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 ２３，６６８，０８６千円

Ⅳ　税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は、関係会社株式評価損、棚卸資産有税評価減、賞与引当金および減損損失等であり、評
価性引当額を控除しております。

　期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定しております。）

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等の特定の債権
については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。過去勤務
費用は、その発生時の事業年度に一括費用処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理す
ることとしております。

　当社は、電子部品用封止材、半導体/液晶用薬液、工業用機能化学製品/中間体など多種多様な化学製品の製造・販
売を行っており、これらの製品販売については、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が
充足されると判断しているため、当該製品の引渡時点で収益を認識しております。
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Ⅴ　関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

(注) 1.製商品の販売・仕入についての取引条件ないし取引条件の決定方針等については、一般取引と同様に決定しております。
2.預入金は、長瀬産業グループ･キャッシュ・マネジメントシステムによるもので、市場金利を勘案した合理的な利率によって
　おります。なお、参加会社間で資金の貸借を日次で行っているため、取引金額は記載しておりません。

Ⅵ １株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 ３，６６３円 １２銭
２．１株当たり当期純利益 ５０４円 ８８銭

Ⅶ　重要な後発事象に関する注記
（機能性色素事業に関する会社分割）

　当社は、2025年4月1日付でナガセヴィータ㈱の機能性色素事業を吸収分割により承継いたしました。
１．取引の概要
（1）対象となった事業の内容

機能性色素の製造・販売
（2）会社分割日

2025年4月1日
（3）会社分割の方式

ナガセヴィータ㈱を分割会社とし、当社を承継会社とする吸収分割（簡易吸収分割）
（4）会社分割に係る割当の内容

（5）その他取引の概要に関する事項

２．実施した会計処理の概要

（株式交換による完全子会社化）

１．取引の概要
（1）株式交換完全子会社の名称及び事業の内容

株式交換完全子会社の名称　　　福井山田化学工業㈱
事業の内容　　　　　　　　　　　　　 各種カラーフォーマーの製造、顕色剤の製造、各種受託生産

（2）株式交換の効力発生日
2025年4月1日

（3）株式交換の方法
当社を株式交換完全親会社、福井山田化学工業㈱を株式交換完全子会社とする株式交換

（4）株式交換に係る割当の内容

（5）その他取引の概要に関する事項

２．実施した会計処理の概要

親会社 長瀬産業㈱

化学品、合成
樹脂、電子材
料等の輸出・
輸入および国
内販売

(被所有)
直接 100.0

製商品の販売及び仕入等
役員の兼任

製商品の売上

預入金

製商品の仕入

利息の受取

取引金額

3,602,895

科目

売掛金

種類 会社等の名称 事業の内容又
は職業

議決権等の所
有(被所有)割

合
（%）

関連当事者との関係 取引の内容

1,127,315

諸経費
（一般管理費） 314,580 未払金 179,332

期末残高

5,376,50924,129,345

3,017 貸付金 1,800,000

－ 預け金 242,918

買掛金

分割会社であるナガセヴィータ㈱は、当社の親会社である長瀬産業㈱の完全子会社であり、本会社分割に際して、株式の割
当てその他対価の交付はありません。

NAGASEグループでは、中期経営計画ACE2.0において「基盤」「注力」「育成」「改善」の4つの領域を掲げ、商社、製造、研
究開発の各機能を軸に事業を展開しています。今回、ケミカル製造機能強化に向けて、技術の融合による開発力の強化や生
産の効率化、拠点戦略の一環であるBCP対応の推進、拠点間の人財の流動化による人財育成の効率化を目的として、ナガ
セヴィータ㈱の藤田工場における機能性色素事業と福井山田化学工業㈱を当社に統合することにいたしました。

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年1月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等
会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年1月16日）に基づき、共通支配下の取引として
処理しております。

株式交換完全子会社である福井山田化学工業㈱は、当社の親会社である長瀬産業㈱の完全子会社であり、本株式交換
に際して、株式の割当てその他対価の交付はありません。

NAGASEグループでは、中期経営計画ACE2.0において「基盤」「注力」「育成」「改善」の4つの領域を掲げ、商社、製造、研
究開発の各機能を軸に事業を展開しています。今回、ケミカル製造機能強化に向けて、技術の融合による開発力の強化や生
産の効率化、拠点戦略の一環であるBCP対応の推進、拠点間の人財の流動化による人財育成の効率化を目的として、ナガ
セヴィータ㈱の藤田工場における機能性色素事業と福井山田化学工業㈱を当社に統合することにいたしました。

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年1月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等
会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年1月16日）に基づき、共通支配下の取引として
処理しております。

　当社は、2025年4月1日付で株式交換を行い福井山田化学工業㈱を完全子会社化いたしました。
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